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国際分業の構造変化と日本港湾
上 羽 博 人
1．は じ め に
第二次世界大戦後，戦前のブロック経済を反省し GATTを中心とした多角
的自由貿易体制が構築され，1995年に念願の国際的な自由貿易の秩序の維持
と発展を目的としたWTO（World Trade Organization：世界貿易機関）が設立
された。
海上輸送における公共運送人の普及により19世紀終わり頃から20世紀初頭
にかけて近代化され始めた貿易システムは，1960年代からの貿易・投資の規
制緩和と条約・ルールの整備（一部の条約・ルールは戦前から整備されてきて
いる），1970年代からのコンテナ船，大型航空機，インダストリアル・キャリ
アなどの物流の高度化と普及，1980年代からの情報・通信技術の高度化と普
及，1990年代からの共産圏の崩壊やWTOの設立などによる，貿易・投資関連
の条約・ルールの国際的平準化などの段階を経て大きく変化してきた。そし
て，国や地域間での物品（貨物）の移動は部品から製品まで，柔軟性を持って
行われるようになり，工業製品における国際間の分業体制を製品から，より細
かい工程（部品，半製品）へ変化させてきた。
企業（製造業，流通業，物流業など）は比較優位（所有特殊的優位，立地特
殊的優位）を利用した生産拠点の移転やアウトソーシング（企業間工程間分業）
を行い，SC（Supply Chain：供給連鎖）によりグローバルに分業工程を最適配
置することが容易になった。工程間分業はすなわち部品，半製品，製品を効率
よく移動させることを意味しており，「国際分業＝国際物流」として物流は製
品を移動させる分業の時代よりも重要な意味を持つようになってきたのであ
る。
そして物流は，1960年代からの高度化（特にユニットロード化），1980年代
からの情報・通信技術の高度化と普及により，分業工程をつなぐリンク（通
路，運搬具）は，物理的な理由よりも，リーン（生産・流通）システムに基づ
いた SCの最適化から限界に来ており，リンクのさらなる効率化を進めるため
には，ノードである港湾・空港などのターミナル整備に頼る段階に来ている。
それは，効率的なグローバル・ロジスティクス，SCMを作り出すための中継
機能を重視した港湾・空港の整備を意味している。小国では貿易は国内経済に
直結しており，港湾・空港の機能をハード的，ソフト的にどのように再整備す
るかが重要なポイントとなっている。
日本は，欧州のように近隣に同一の産業基盤を持つ国や地域がなかった，ま
た，コンテナ船のような効率の良い長距離輸送手段がなかったため，伝統的に
原材料を輸入し製品を輸出するフルセット型の加工貿易を形成してきた。しか
し今日，国際工程間分業（グローバル SC：Supply Chain）の浸透によりその一
部に組み込まれるようになり，これまでフルセット型の産業構造を基本に整備
されてきた港湾・空港および隣接する産業集積（臨海・臨空工業地域など）を
どのように再整備するかが重要な課題となっている。なかでも検疫機能を持つ
港湾・空港（検疫港，検疫空港）の再整備は船舶の大型化，物流の複合化，複
雑化により重要である。
この論文では，シンガポール，韓国・釜山の自由貿易地域に関する政策など
を参考に，企業の国際分業の変化と日本の港湾の変化について論じる。
2．国際工程間分業における立地の基本的条件
製品の生産工程は製品の種類や企業によって異なる。食品，素材製品，繊維
製品，加工組立て（家電・エレクトロニクス・自動車など）では生産工程が大
きく異なり，また，同一の製品を生産する場合でも企業によって若干の工程の
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差がある。そこで，ここでは，家電やエレクトロニクス，自動車などの部品や
半製品を組立てるモジュール型の加工組立て型産業の国際工程間分業（グロー
バル SC）を中心に説明する。
加工組立て型の製品のなかで最も汎用モジュール化，アウトソーシングが進
んでいる製品の1つがパソコン（特にデスクトップ型）である。標準化，汎用
化された部品やモジュールはサプライヤーで生産され，最終生産工程はそれら
を調達，規定どおりに組立て（接続），必要な場合は自社を表すソフトウェア
（バイオス）などをインストールする工程を行うだけである。「製造小売業」と
いわれるように，場合によっては最終組立てさえもアウトソーシングしてい
る。
企画・開発・生産も様変わりしている。伝統的には多くの工程を内製化し，
時間を掛けて部品を擦り合せ調整しながら組立て，良質な差別化された新製品
を生産してきたが，今日ではリード・タイムの短縮，企業競争力の維持のた
め，性能やサイズに一定の許容範囲を持った標準，汎用，汎用モジュール部品
をうまくアレンジし，コンカレント・エンジニアリング（垂直立ち上げ）で新
製品を短時間に作り出すことが重要となっている。1）
この方法は「差別化」と「低価格化」（多品種少量生産と少品種多量生産）の
矛盾を同時に解決する方法であるとともに，生産の迅速性，柔軟性を同時に実
現する方法として多くの企業で使用されている。しかし問題もある。それは，
複数の企業が同一のサプライヤーから同一の性能を持つ部品や半製品，モジュ
ール，基本ソフトを調達しているため，製品の差別化が難しく，市場での寿命
が非常に短いことである。そのため，差別化には価格，納期，アフターサービ
ス，ブランドなど製品以外の戦略が重要となっている。2）
このような差別化が難しい製品においては，価格や納期が重要となり，それ
らには立地が深く関係している。そのため，企業は貿易・投資の規制緩和，物
流・情報・通信技術の高度化と普及，貿易取引ルールの平準化のなか，立地条
件（初期条件）が最も合う港湾・空港および隣接する産業集積などから立地を
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決定する。それは，国際工程間分業（グローバル SC）が物流と深く関係して
いるためである。そして，加工組立ては施設・設備（工場・機械など）の移転
が比較的容易であるため，その立地は長期的なものではなく，投資受入国のコ
ストや技術水準，グローバルな物流インフラなどの変化に合わせて随時移転し
ていく。
企業がリーン（生産・流通）システム型の国際工程間分業（グローバル SC）
を行うための立地条件は，技術力，産業集積，資金調達，労働力（質と量），
エネルギー，インフラ（港湾，空港，道路，工場など），情報・通信の技術水
準，関係法令（労働，環境，貿易など），関係税率，市場規模など多様であり，
総合的な判断により立地が決定される。そして，標準，汎用，汎用モジュール
部品の使用量の増加，部品，半製品，製品の生産のアウトソーシングの普及な
ど，企業経営に迅速性と柔軟性が不可欠になるに従い，これらの条件が鮮明と
なっている。3）
一般的に，川上である技術・資本集約的な素材や部品，モジュールの生産な
どの工程は先進国に立地され，生産工程の川下である労働集約的な部品や半製
品，モジュールなどの組立て工程はコストの安い途上国に立地される。そして，
両者は高度な物流・情報・通信技術（ロジスティクス，SCM）で連結される。
1993年の中国の経済的開放により，それまで ASEAN（Association of South-
East Asian Nations：東南アジア諸国連合）域内などに立地していた生産拠点が
本格的に中国に移転し始めたのも，貿易・投資の保護的傾向が高かったが，人
口，教育水準，物流，情報，先行者の利益など，企業が立地をするための条件
はそろっていたためである。
国際分業は貿易・投資の規制緩和，物流・情報・通信の高度化と普及によ
り，製品間の分業から工程間分業へとなり，細分化，分散化が進み，ますます
国際分業＝国際物流の構造を強めている。そのため，調達，生産，物流，販売
などの各拠点にはネットワーク型の工程間分業を維持するため，国や地域の入
り口である港湾・空港（Gateway／Hub）および，企業が立地を行うための隣接
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地域の産業集積（フルセット型，サテライト型，ノックダウン生産型，流通加
工型など）とそれらの自由度が高く求められているのである。
3．国際分業と自由貿易上のシステム
3－1．自由貿易協定・投資協定
第二次世界大戦後，戦前のブロック経済を反省し，ブレトン・ウッズ体制の
下，自由貿易体制が積極的に進められてきた。しかし，1990年代以後の GATT
-WTO体制の行き詰まりや途上国・社会主義国の体制変化，FTA（Free Trade
Agreement：自由貿易協定）／EPA（Economic Partnership Agreement：経済連携協
定）のドミノ効果などにより，急速に FTA／EPAが増加し，グローバルに貿易・
投資などの条件の平準化が進んでいる。
GATT-WTO体制下では，モノと金，情報，生産拠点が自由に移動できても
労働（人）が自由に移動できない条件であるため，国や地域の最もセンシティ
ブな問題の1つである貿易や国内経済を，先進国主導の1つの貿易・投資ルー
ルで格差のある200余りの国や地域をまとめることには土台無理があるのであ
る。
FTAは，二国あるいはそれ以上の国や地域間で関税，非関税，サービス貿易
などの通商上の障壁を取り除きモノやサービスの流通を自由に行えることを目
的とした国際条約であり，EPAは，FTAを基礎に投資や知的財産の保護，労
働移動など広い分野での連携により企業活動の環境整備や，国や地域間の関係
強化を目指すものである。FTA／EPAはWTOの「最恵国待遇原則（GATT第
1条）」に厳密には抵触しているが，「実質上すべての貿易について関税等の廃
止（貿易額ベースの約90％以上）を妥当な期間内（約10年）で行う。」など
の一定の条件を満たす場合，例外的に認めている（GATT第24条）。4）2011年に
は200以上が締結されている。
モノやサービスの貿易とともに重要なのが FDI（Foreign Direct Investment：
海外直接投資）である。FDIに関してはWTOの TRIM（Trade-Related Investment
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Measures：貿易関連投資措置）で規定されているが，その範囲は限定的で，本
格的には二国間の IIA（（International Investment Agreement：国際投資協定），
2，750件（2009年））によるものが主であり，FTA／EPAを締結する上で結ばれ
ることも多い。IIAは投資促進，投資受入国の環境整備などを目的に，投資国
企業やその財産を保護するためのもので，そこでは，最恵国待遇や内国民待遇
の保証，パフォーマンス要求や不利益措置の禁止，投資受入国との間に生じた
紛争の解決ルールなどが決められている。
FTA／EPA-IIAの特徴は，少数の国や地域の取り決めであるため，WTOでは
難しい条件の合う国や地域を柔軟に選択できたり，WTOでは決められなかっ
たり，不十分であったりする分野を含めることができるなどである。FTA／EPA-
IIAは協定ごとに内容が異なるため「スパゲッティ・ボール現象」と揶揄され，
貿易秩序をグローバルに平準化しにくくすると心配されているが，総じて
WTOを補完し，WTOの交渉を容易にするとして注目されている。
そして，FTA／EPA-IIAが締結されることにより，市場の拡大による貿易・
投資の増加，企業間競争の激化と淘汰が生じ，産業構造の転換，拠点の再配置，
イノベーションなどが生じることになる。また，締結国は競争優位を維持する
ため規模の経済を求めたり，高い関税や非関税障壁を回避したりするため産業
の特化を強めると考えられ，比較優位がさらに顕著化する。そして，国際工程
間分業（グローバル SC）の流れを変化させることになる。
特に途上国や小国は，経済規模が小さいため産業構造の転換，拠点の再配
置，イノベーションなどを強いられることになる。しかし，反対に自国（地域）
の持つ比較優位（立地特殊的優位）と FTA／EPA-IIAを戦略的に組合わせるこ
とにより，国内に新しい比較優位を創り出し対内投資や貿易を拡大しようとす
る国もある。
FTA／EPA-IIAは，締結国間相互に飛び地を創り出すことになり，締結国の
一方が比較優位にあれば他方の締結国に積極的に輸出が行える。そのため，締
結国以外の国や地域の企業の良質な対内投資を増加させ，同時に原産地規則5）
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によっては，それを満たすために産業集積の形成，産業連関の強化をもたらす
可能性が高まる。6）
産業構造全体の整合性が高い国や地域，輸出市場へのアクセス（ネットワー
ク）が容易な FTA／EPAを締結している国や地域が優位となる。シンガポール
はその1つの例である。
企業が設備投資や労働力の確保さえもアウトソーシング（ノンアセット型の
経営）する今日，7）厳しい FTA／EPAの原産地規則とその煩雑な手続きなどがあ
るものの，企業はグローバルな比較優位（立地特殊的優位）を生かした，国際
工程間分業（グローバル SC）のための新たな最適配置の条件を手に入れるこ
とができるのである。
3－2．自由貿易地域・輸出加工区・経済自由区域
比較優位が高く柔軟な貿易・投資を行うために FTA／EPA-IIAと並行して重
要となるのが FTZ（Free Trade Zone：自由貿易地域）／EPZ（Export Processing
Zone：輸出加工区），および，FEZ（Free Economic Zones：経済自由区域）の
設置である。これは対内投資企業や国内企業にインセンティブを与えるもので
ある。
FTZは，国際港湾・空港を核とした特別地域で，流通業，物流業などが関税
や輸入割当，（保税）作業の届出など税関当局の規制を受けず自由に商取引で
きる地域である。また EPZは，製造業などの輸出指向型の対内投資を受入れ
るための特別な工業地域で，外国企業に対し関税や法人税などの減免，投資比
率や利益の本国送金の規制緩和などの優遇措置がとられている。これら地域
は，一般的に輸出指向型工業化政策を行う途上国や地域経済を活性化させたい
先進国などで，生産技術や経営ノウハウの移転，産業育成（サプライヤーな
ど），雇用拡大などの目的で設置され，国や地域への Gateway／Hub（港湾・空
港）と重なっているものも多い。基本的に居住は許可されていない。
FTZ／EPZは，オランダなど関税をかけない自由貿易港（FP：Free Port）から
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発展したもので，FTZは，アメリカでは1934年に経済恐慌からの再建を目的
に「外国貿易地域法」に基づき設置され，EPZは，1959年に航空機の航続距
離の拡大で斜陽になったアイルランドのシャノン空港に隣接（臨空工業地域）
して設置された。そして，1999年には116ヶ国，約3，000の FTZ／EPZが全世
界にあり，約4千万以上の雇用を生み出したといわれている。8）
1980年代頃の東アジアや東南アジアでは，輸入代替工業化から輸出指向型
工業化に政策が転換された際，この FTZ／EPZが対内投資受入に重要な役割を
した。輸入や再輸出手続きが容易であるため，投資国に企画・研究開発，部品
生産など工程の川上を残した欧米日などの企業が，製品組立てなどの労働集約
的な川下工程を立地したのである。また，輸入代替工業化により育成した国内
企業の保護的役割もした。
FEZは，規制が多く，コスト高である先進国が，国際競争力を維持する手段
の1つとして設置されている。国内市場の開放を急速に求める FTA／EPAも設
置理由に影響を与えている。FTZ／EPZに研究開発機能や金融関連機能，観光，
教育，居住，学校，病院などの生活関連機能を持たせたもので，関連産業（労
働の場）と生活施設を集積し，地域内で外国人（企業）の労働（生産）と生活
が母国よりも円滑に行えるようインセンティブを高めることで，技術や付加価
図1 FTA／EPAと FTZ／EPZ-FEZ の関係
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値などの高い外国企業の対内投資を促進しようとするものであり，「国際ビジ
ネスセンター」を形成するための基盤となる。設置をする国にとっては「一国
二制度」となるが，国や地域の経済成長により FTZ／EPZを労働集約型から資
本・技術集約型の FEZへ高度化することにより国際競争力を維持するのであ
る。
FTZ／EPZ-FEZには対内投資，あるいは，国内企業の立地（多くの場合は外
国企業との合弁）が想定され，さらに，その国が締結している FTA／EPAが加
わることで投資を行った企業は FTA／EPA締結相手国に対し好条件で輸出がで
きるインセンティブを持つことになる。
FTA／EPAは，通常の輸出入にとらわれることなく締結国相互の全土で利用
可能なシステムであるが，取引は締結国間に限定されている。他方，FAZ／EPZ-
FEZは，その施設内部と不特定多数の外国との間で商取引や加工・製造を行う
ことを基本にしたものであり，国内市場とは通常の輸出入の関係にある。FTA
／EPA締結国間であっても，それを使用しない（できない）貿易取引もあり，
この場合，FTZ／EPZ-FEZが有効になる。
FTA／EPAと FAZ／EPZ-FEZは，それぞれ一長一短はあるものの，実際の利
用は税関当局により決められた同一の国際港湾（開港）・空港（税関空港）で
行われるため，グローバルに自由貿易の恩恵を享受できるのである。
日本や韓国のような，所有特殊的優位（技術優位など）を持ちながら国内の
コスト高や狭隘な市場のため産業の空洞化を招く可能性がある小国では，FTZ／
EPZ-FEZを設置し海外と国内の中間地点としての機能を持つことで，対内投
資の拡大，対外投資による技術や雇用の流出の防止，良質な国際工程間分業
（グローバル SC）の維持，本格的な多角的自由貿易体制導入前の国民の意識改
革と国内産業構造のゆるやかな転換などを行うことができると期待される。
企業自体の差別化が減少した国際工程間分業（グローバル SC）の時代では，
国や地域は障壁やリスクを最小化し内外の企業の活動が迅速，柔軟に行える環
境を整備することが不可欠となり，さらに，FTA／EPAが多く締結されること
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で，国際港湾・空港の整備には FTZ／EPZ-FEZなどの優遇された地域を設置
し，国内外の生産・流通・金融・情報などの集積やネットワークと円滑に連結
できる中継基地としての機能を高めることが必要である。
4．アジアの国際ビジネスセンター
4－1．国際ビジネスセンターとしてのシンガポール
国際ビジネスセンターの1つがシンガポールである。シンガポールは国土面
積，714．3km2，人口約520万人，GDPは約1，822億ドル，失業率は2．13％（2012
年）の都市国家であり，貿易・投資，金融，製造，情報，観光などの産業にお
いて東南アジアの核の1つとなっている。工業化や産業構造の転換，経済の自
立・発展には国内の資金や技術・知識，国民意識だけでは不十分であり，伝統
的に対内投資と FTZ／EPZが大きな役割をしている。その経済発展の過程は国
の自立のために，なるべくしてなったといえ，今日では「シンガポール・モデ
ル」といわれている。
シンガポールは赤道直下にあり，アジアと欧州を結ぶマラッカ海峡の入り口
に位置した良港で古くから海上交通の要衝となっていた。ポルトガル，オラン
ダの統治を受け，1819年にイギリス東インド会社のラッフルズの上陸から
1959年までイギリスの植民地となり，中継貿易港として発展してきた。1958
年に PAP（People’s Action Party：人民行動党）による自治政府が誕生し1959
年イギリス自治領となり，1963年にいったんマレーシア連邦と統合したが政
治的・経済的・人種的対立が大きく，1965年にマレーシア連邦から分離・独
立した。都市国家のためマレーシア連邦内にあることで期待された輸入代替工
業化の機会を失い，経済的自立，雇用問題の解決などのため，中継貿易に加
え，政策を輸出指向工業化へ転換した。労働集約的な輸出指向型工業化により
経済的安定と雇用問題が一段落した1967年には「経済拡大奨励法」を制定し，
製造業の高付加価値化への産業構造の転換を行った。そして，1979年からは
「産業構造高度化戦略」により ASEAN諸国の経済成長に合わせた産業構造の
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高度化が進められた。しかし，1985年以後，国内の生産，生活コストの上昇，
世界経済の後退などによりマイナス成長となり「産業高度化政策」が，1990
年からは「先進国化政策」が進められ，中継貿易，製造業だけではなく金融，
情報，観光などを加えた産業構造の多角化・高度化が行われた。1990年代か
らはアジアを中心に金融，製造業，商業，不動産などへの対外投資も拡大して
いたが，9）1997年のアジア通貨危機以後からはますます多角的で知識集約型の
経済への転換が図られている。
今日の対内投資は，金融・サービス部門へが約50％，製造業部門へが約
40％となり，付加価値の高い金融・サービス部門への投資は増加傾向にあり，
アジアの金融センターとしての地位を高めている。さらに，製造業の企画・研
究開発部門，バイオや航空機などの新技術分野，国際機関や多国籍企業のアジ
ア地域統括拠点などの誘致にも積極的であり，国際分業のなかでも比較的高度
で付加価値が高く，場所を必要としない良質な対内投資だけを積極的に受け入
れている。そのため，国内では誘致する投資に合わせた高等教育を行うととも
に，必要とする専門家の移住にも熱心である。
貿易・投資に関する政策は，高度な投資環境整備としての港湾・空港および
隣接地域（FTZ／EPZを含む）の施設の充実と貿易システムの効率化，簡素化，
そして，FTAである。FTZ／EPZは1966年に制定された「自由貿易地域法（Free
Trade Zones Act）」が基礎となっている。港湾・空港を中心に設置され，現在
では PSA Corporation Ltd., Jurong Port Pte Ltd., Changi Airport Group Pte Ltd.の
3つの公社により9ヵ所が管理されている。また，FTAは，ASEAN加盟国と
してではない単独のものが注目されている。これは，国内経済が貿易と対内投
資に直結しており，経済成長を維持していくためにはシンガポールにとって条
件の良い FTAが不可欠となっているためである。2013年2月現在，FTAは19
件が発効済みであり，2件締結済み，8件が交渉中であり，全貿易額の約70％
が FTA締結国とのものとなっている。10）そして，WTOでも中心的役割を果たし
ている。
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シンガポールの貿易は，伝統的な中継貿易と国内製造業による輸入，再輸出
から構成されている。シンガポール港は1972年に東南アジア初のコンテナタ
ーミナルとして整備された。北米・欧州・豪州・アジアを結ぶ幹線航路上にあ
り世界の320の船社，738の港と結ばれている。コンテナ取扱量は3，126万
TEU（Twenty foot Equivalent Unit：20’コンテナに換算）（2012年）で，2010
年に上海（中国）に抜かれるまで長く世界1位を維持していた。そのうちトラ
ンシップ（中継貿易）は，80％である。港湾および隣接地域の施設の充実と貿
易システムの効率化，簡素化としては，安い港湾使用料，港湾の24時間365
日オープン化，貿易手続きの簡素化と電子化，手続きのワンウィンドウ化など
が行われており，利用する荷主企業や物流関係企業にとって非常に使いやすい
環境が整備されている。11）また，海上輸送内での中継貿易だけでなく，航空貨
物輸送間，Sea & Air輸送などの中継システムも整備されている。12）
シンガポールは強力で安定した政府が，他の ASEAN加盟国と協調しながら，
中継貿易，製造業，金融業，情報業など多様な産業（国の経営の多角化）の対
内投資，産業育成を行っている。そこでは，貿易・投資の規制緩和，税の優遇
措置，港湾・空港・工業団地・道路・通信などのインフラの整備，英語（公用
語）と高い教育水準による人材育成など，良質な投資環境の整備が行われてい
る。また，中国系が多いためグローバルな華僑ネットワークを基本に商業，金
融業に優位を持つ産業構造を構築してきたのである。13）国自体が対内投資の質
的向上や多様化に努力することにより，グローバル経済の変化に対するリスク
ヘッジを行っているのである。
そして，韓国の FTZ／EPZ-FEZもこの方向へ変化しようとしている。
4－2．韓国の挑戦
韓国は，技術集約的産業の傾向の強い日本と労働集約的産業の傾向の強い中
国の狭間にある。国土面積は100，210km2，人口は約5，000万人，GDPは1兆
1，510億ドル，失業率は3．3％（2012年）であり，国内市場が狭隘な国である。
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また，国内には国際工程間分業（グローバル SC）が浸透してはいるが先進国
であるため，製造業にとってはコストが高く比較優位（立地特殊的優位）が低
い。しかも，伝統的に行政が縦割りであり規制も多い。しかし，1997年のア
ジア通貨危機や IMFの韓国経済介入以後，小国であるがゆえの柔軟性を生か
した対応がされ，特に釜山，光陽，仁川の港湾・空港および隣接地域のハード
面，ソフト面での整備が急速に進み比較優位が顕著化し始めている。
韓国の貿易・投資の規制緩和への対応は1970年代からスタートしている。
1970年に「輸出自由地域設置法」が制定され，製造業中心の「輸出自由地域」
が馬山（1970年）と益山（1973年）に設置された。その後，1998年には「外
国人投資地域」が全国13ヶ所に，2000年には物流業中心の「関税自由地域」
が釜山港・光陽港・仁川に設置された。2004年には「輸出自由地域」と「関
税自由地域」が統合，規制緩和され，製造と物流の両機能を持つ「自由貿易地
域制度」が制定された。これは，グローバルな国際工程間分業（グローバル SC）
の拡大により製造と物流を統合することが効率的であると認識されたからであ
る。14）
しかし，1993年以後の中国への労働集約的な製造業の流出による雇用問
図2 FTZ／EPZ-FEZ の概念
出所：Korea International Logistics Council“Investing in Korea
as the Gateway to Northeast Asia”
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題，1997年のアジア経済危機による国内経済問題などにより，対内投資（1996
年以後増加傾向）拡大のための環境整備が必要とされた。製造業や物流業だけ
ではなく他の付加価値の高い知識産業などへの産業構造の転換（国の経営の多
角化）である。そのため，自由貿易地域制度（国土海洋部管轄）と並行して
2002年に「経済自由区域の指定および運営に関する法律（経済自由区域法）」
による「経済自由区域（FEZ：Free Economic Zones（知識経済部管轄））」が
設置された。15）
この区域は「ミニ・シンガポール」といえるものである。生産地区，居住地
区，国際教育機関，レジャー施設などのハードが設置されるとともに，大規模
港湾・空港（釜山港・光陽港・仁川空港の自由貿易地域）が連結され，さらに，
土地の賃借や雇用などに関する補助金制度，法令や税制（法人税，所得税，関
税，付加価値税など）の規制緩和，行政手続きの簡素化とワンストップサービ
ス化，共通言語の英語化などソフト面での整備も行われ，国際競争力のあるイ
ンセンティブが用意され，研究開発，生産，物流，医療機器，バイオ，電子産
業，観光，金融，サービス産業（会計，法律など）など多様な分野の対内投資
が期待されている。FEZは対内投資拡大を目的としたものであり，国内企業の
投資は外国企業との合弁により可能となっている。
FEZの指定は2003年に釜山・鎮海，光陽，仁川が，2008年に黄海（京幾道，
平澤，忠清北道，唐津港など10地区），大邱・慶尚北道（大邱，慶山，永川，
亀尾），セマングム・群山（全羅北道群山，扶案，セマングム）に行われた。
そして，この韓国の FTZ／EPZ-FEZにおいても FTA／EPAが連動されている。16）
5．日本の自由貿易上のシステム
5－1．沖縄の自由貿易地域現状と課題
日本の FTZ／EPZは非常に遅れている。しかし，国内にも自由貿易地域（FTZ）
が2つあり，いずれも沖縄県のみに設置されている。これらは，「沖縄振興特
別措置法」（2002年）により規定されたもので，関税法上の保税地域制度と立
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地企業に対する税制・金融上の優遇措置制度を組合わせたものである。しか
し，その規模は小さく，優遇措置も十分ではないため国際競争力はない。
1つ目は那覇市内にある「那覇自由貿易地域」（面積約2．7ha），2つ目は中
頭郡の中城村（ナカグスクソン）の「特別自由貿易地域」（面積約122．4ha）で
ある。前者は「沖縄自由貿易地域制度」（1987年），後者は「特別自由貿易地
域制度」（1999年）に基づいて設置されたが，2012年3月（平成23年度）に
これら地域の管理運営の発展・拡充のため廃止，統合され，同年4月から「国
際物流拠点産業集積地域制度」に一本化された。
沖縄の自由貿易地域の起源は，シンガポールや韓国のような国や地域の経済
発展のための国策ではない。1959年，米国占領下で円からドルへの通貨切替
を行うにあたり琉球列島米国民政府令により「物資集散地として琉球列島を利
用することの促進」として FTZが三重城港（那覇港に隣接）に設置された。
しかし，1972年に沖縄が日本復帰し，この自由貿易地域制度は「沖縄振興開発
特別措置法」（1971年）による沖縄自由貿易地域制度（1972年）として引き継
がれ，さらに，1987年「沖縄における企業立地の促進と貿易の振興に資する」
目的で，沖縄開発庁長官により那覇自由貿易地域（那覇市鏡水崎原地先）が指
定された。
1998年には，沖縄経済活性化のために沖縄振興開発特別措置法の一部改正
により特別自由貿易地域制度が制定され，1999年に中城村に特別自由貿易地
域が設置された。17）
両地域に立地できる企業は製造業，道路貨物運送業，倉庫業，こん包業，卸
売業などに限定されており，金融，情報などの業種は対象外となっている。基
本的機能は蔵置，加工・製造，展示，商取引，中継などである。
国や沖縄県は，海外進出に不慣れな国内の中小製造業が立地することで，コ
スト削減，国際競争力維持などの面から有効としている。しかし，FTZとは言
いながら，実際は関税関係法令（保税制度など）や国内法（他法令）の範囲内
での運用であり，規制や煩雑な手続きが多い。さらに，立地コストが高い，面
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積が狭隘，人件費が高い，税制・金融上の優遇措置も国際水準以下，沖縄県内
にサプライヤーの集積が希薄，大規模港湾や定期船がない，大都市（関東圏，
中部圏，近畿圏など）から非常に離れているなど，今日の大規模でリーンな国
際工程間分業（グローバル SC）のなかに組み入れることは難しいものになっ
ている。沖縄県の地域産業に対しては若干の経済的効果や雇用拡大などはある
としても，対内投資はおろか関東圏，中部圏，近畿圏などの国内企業の立地の
ためのインセンティブさえも低いものとなっている。
沖縄県には1990年代の終わり頃，橋本政権下において「全県自由貿易地域
化構想」があり政府により支援されたが，国際的な水準である「50％の法人税
の課税所得控除」や「ノービザ制度」などがあり，関係省庁（財務省，法務省
など）や関係団体などにより「一国二制度」になるとして反対され実現しなかっ
た。もしもその構想が実現していれば，京浜港，中部港，阪神港，北九州地区
など本土内に本格的な FTZ／EPZ-FEZを建設するための足がかりになったので
はないかと思われる。
このほか，沖縄県は金融特区（2002年7月，名護市），情報特区（2002年9
月那覇市，浦添市，名護市，宜野座市）にも指定されている。すなわち，沖縄
県は FEZを設置する基本的なシステムは持っていることになる。しかし，韓
国のように進展しないのは，特区をモデルケースとする制度の目的自体に問題
があると考えられる。18）
沖縄県以外でも1992年～2006年の間，「輸入の促進および対内投資事業の
円滑化に関する臨時措置法」（1992年）により輸入の拡大を行うため通産省
（現，経産省）の FAZ（Foreign Access Zone：輸入促進地域）が設置された。
この制度は大蔵省（現，財務省）では「総合保税地域」とされ，FTZ／EPZ-FEZ
への発展が期待されたが，FAZとしての制度は2006に廃止され，総合保税地
域として，2013年現在，全国に4ヶ所（川崎港，横浜港，名古屋セントレア
空港，松山港）あるのみで，しかも縮小傾向にもある。また，北九州地区は
2003年「国際物流特区」に指定されたが2010年に廃止されている。これらの
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ことから，国は国際工程間分業（グローバル SC）に即した FTZ／EPZ-FEZの
構築には消極的であり，特区と FTA／EPAは別々のものとして取り扱われてい
ることが分かる。
5－2．日本港湾・空港の FTZ／EPZ-FEZ への可能性
国や地域が FTA／EPAを積極的に締結し，国際工程間分業（グローバル SC）
がリーン（生産・流通）システムによるネットワーク型分業システムになるに
従い，企業が立地するための地域のインセンティブが重要となってくる。
国際工程間分業（グローバル SC）では，貿易・投資の規制緩和，物流・情
報・通信の高度化と普及，部品の標準化，汎用化，モジュール化などが進むこ
とにより，部品，半製品，製品が複数の国や地域で自由に調達，生産，販売で
きるようになるため，立地を期待する地域は貿易・投資の自由度を高めること
が必然となっている。そのため，日本国内にもシンガポール，韓国・釜山に類
似した FTZ／EPZ-FEZを設置する意義は十分にある。
FTZ／EPZ-FEZの設置を期待する港湾・空港は，法的規制緩和と同時に輸出
機能的には，加工・製造やその他の関連施設が設置（一定の産業集積が形成で
きる）できる広大な土地が隣接していること，海外からの原材料，部品調達に
対応するため検疫機能を持つこと，19）原材料や部品の調達，販売（再輸出）を
円滑に行うため国内外の産業集積との高度なロジスティクス（物流）・ネット
ワークが形成されていること（国内外の産業集積とのクラスター形成）などの
条件が必要である。そして，輸入機能的には，官庁関係の集積があること（ワ
ンストップ・サービスの高度化），背後地（国内市場）と効率的なアクセス（ネッ
トワーク）を持つこと，広域物流・流通加工センターを設置するための土地を
持つことなどの条件が必要である。さらに，加工・製造・貿易以外の機能とし
て金融や情報産業の集積が不可欠となる。そのため，大規模な生産拠点，物流
拠点，消費市場を持つ商工業港として整備された京浜港，中部港，阪神港など
がその対象である。
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しかし，国内の大都市機能と連携したフルサイズ型の FTZ／EPZ-FEZの形成
だけではなく，特定の産業に特化し，海外の FTZ／EPZ-FEZと関連を持つクラ
スターを形成するためのサテライト型のものも考えられる。その1つが北九州
地区である。
北九州地区には自動車，オートバイを中心とした輸送機器のサテライト型の
産業集積が形成されている。この地区は，人口や業種，サプライヤー，金融・
情報産業などの集積規模において京浜港，中部港，阪神港に及ばないものの，
環黄海経済圏においては重要な役割をしている。半径1，000kmの範囲内には，
日本の関東，中部，関西，中国地方のサプライヤーだけではなく，日本からの
海外直接投資や技術移転を背景に持つ中国や韓国の産業集積があり，また，国
内の半径200kmの範囲内には大規模港湾（響灘港，太刀浦港，博多港など）や
北九州空港，福岡空港，広大な背後地，良質なサプライヤーと労働力などがあ
る。最大の注目点は韓国・釜山の FEZ化による釜山港と北九州地区の港湾と
図3 北九州港の位置図
出所：『北九州港 響灘地区 国際海上コンテナターミナル整
備事業』国土交通省，九州地方整備局，2006年8月 p.3
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の関係である。20）
北九州地区は国内だけではなく古くから中国，韓国との交通（物流）ネット
ワークができあがっており FTZ／EPZ-FEZ設置のポテンシャルは非常に高い。
北九州地区では日本企業が使用できる高品質の部品，半製品を関東，中部地
区より距離的に近い中国，韓国から調達でき，さらに，国内の高度技術を付加
した製品を再輸出することができる。そのため，輸送機器という特定産業では
あるが，海外と同じレベルの FTZ／EPZ-FEZの設置が産業集積や地域経済の発
展，国際競争力の維持に不可欠といえる。また，対内投資の増加，国内企業・
技術の流出防止，雇用機会の増加などに役立つと考えられる。
6．ま と め
日本の港湾・空港はコスト高，硬直性が特徴であるが，改善の余地は十分に
ある。特にソフトの分野である。
戦後の港湾整備はハードを中心に行われてきた。港湾整備促進法（1953年），
特定港湾施設特別措置法（1959年），港湾整備緊急措置法（1961年）が制定さ
れ港湾整備5ヵ年計画（1961年～1995年），港湾整備7ヵ年計画（1996年～
2002年）などにより整備が継続的に行われた。さらに，国際的な港湾間競争
が激化した1990年代以後は，スーパー中枢港湾構想（2004年），国際戦略港
湾構想（2011年），国際戦略港湾での経営統合計画（2014年～）などが打ち出
され，国際工程間分業（グローバル SC）に対応した港湾整備（ハード面）や
規制緩和（ソフト面）が港湾単体（隣接する港湾管理者間や製造業との連携も
少ない）で若干ではあるが進んでいる。
港湾を規定する港湾法（1950年）においては港湾区域，港湾隣接地域，臨
港地区が規定され，港湾とその背後地が一体となって開発できることになって
いる。しかし，実際には十分に進まず，近代的な Gateway／Hub機能や港湾間
のネットワーク，港湾管理の統合と拡大，効率的な港湾管理，港湾隣接地区や
空港および空港隣接地区との連携（臨海・臨空工業地域など），法的規制緩和
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など，リーン（生産・流通）システムによる国際工程間分業（グローバル SC）
に求められている迅速性，柔軟性，低廉性など，本来，先進国の港湾が持たな
ければならない機能が大きく欠如している。
日本の港湾は製品の輸出入を主としたフルセット経済対応型の港湾構造から
脱却できず，港湾が「国際分業＝国際物流」である国際工程間分業（グローバ
ル SC）システムのボトルネックとなっている。グローバルな経営環境の変化
やグローバル SCの細分化，高度化のなかで，近隣諸国の港湾に急速に距離を
開けられ，国際競争力を失い東アジア地域のローカル港となり，国内産業の流
出，対内投資の欠如など港湾の背後地経済にまで悪影響を与えている。貿易シ
ステムにおける中継基地や国際的な広域物流・生産センターの機能はおろか，
製品輸入拡大にともなう国内への流通加工センターとしての機能さえも十分果
たしていない。21）
国際工程間分業（グローバル SC）はシステムとしての力（全体最適）であ
り，経済成長期のような縦割り行政や資産を重視するアセット型の思考では，
厳しい経営環境にさらされている企業（港湾利用者である荷主企業，物流企業）
の要求に迅速，柔軟に対応できない。
そして非常に残念なことは，FTA／EPAが積極的に締結される時代，港湾整
備は背後地の産業構造，海外の生産拠点や市場との関連で議論する必要がある
にもかかわらず，日本ではいまだにコンテナの取り扱い数量や港湾使用料など
が主たる話題となっている。これはかなりの時代錯誤といえる。22）
企業内貿易（国際工程間分業（グローバル SC））は貿易総額の70％以上と
なっており，港湾の利用量を増加させるためには，港湾の中継機能の強化と隣
接する生産拠点整備や市場との円滑なアクセス（ネットワーク）の形成が不可
欠となっている。商業港としての国際間の競争は，背後地に物品（貨物）の質
よりも量があることが重要であり，すでに日本はこの段階（日本では1950年
代～1990年代前半）にはない。しかし，国内には製造における技術的な優位
（所有特殊的優位）があり，これを背景とした国際工程間分業（グローバル SC）
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に対応する商工業港の整備の可能性が高い。
商工業港は部品，半製品，製品など背後地の産業構造の違いにより，港湾間
競争よりも港湾の差別化を生じさせるとともに，環黄海経済圏の自動車生産ク
ラスターのようにローカル単位でも形成することができる。
貿易・投資の規制緩和，貿易取引ルールの国際的平準化，物流・情報・通信
技術の高度化と普及のなかでの国際工程間分業（グローバル SC）は，国や地
域間の同一インフラ，同一規制のなかでの比較優位を意味している。そのた
め，先進国の FTZ／EPZ-FEZは単に地域経済の活性化を目的とするのではな
く，国際工程間分業（グローバル SC）のネットワークの一部として，背後地
の持つ比較優位（所有特殊的優位，立地特殊的優位）と関連させながら設置す
ることが重要である。
対内投資を期待すると同時に，国内企業の立地も行い，日本から投資や技術，
雇用を流出させないよう国際工程間分業（グローバル SC）に基づいた国内の
産業構造の転換と産業集積の集約のための環境整備を一刻も早く行う必要があ
る。この方法は，日本のように国内の規制が高い場合には有効に機能すると思
われる。幸いにも大都市の港湾には島型の埠頭（横浜：大黒ふ頭，神戸：ポー
トアイランド，六甲アイランドなど）が多く，特区とするのに有効なハード面
はできている。
港湾を利用する企業が，経営資源の選択と集中により部品，半製品，製品だ
けではなく設備投資や労働力の確保さえもアウトソーシングするノンアセット
型の経営を行おうとしているなかで，国や地域は自国（地域）の経営資源を有
効に使い，企業の経営傾向に対応したインセンティブを創り出すことが必要で
ある。
1980年代初期，マレーシアのマハティールは自国の経済発展のために日本
を手本とした「ルック・イースト政策」を打ち出した。自由貿易の時代，国内
に主たる資源のない日本には「ルック・シンガポール政策」が必要なのではな
いだろうか。
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注1）コンカレント・エンジニアリングとは，製造業の企業内や企業間で CAD／CAMなどの
ITツールや情報ネットワークなどを駆使し，製品の企画，研究開発，設計，生産，販売，
アフターサービスなどの分業工程をほぼ並行して進行する手法。リード・タイムの短縮や
コストの削減，経営環境の変化の迅速な対応などを行うことができる。さらに，前工程と
後工程がほぼ同時にスタートするため，工程間の問題の発見や設計変更などが行いやすい
利点がある。
2）スマイルカーブとは，家電やエレクトロニクスなどの加工組立て型産業における付加価
値構造を表す曲線。製品が企画され販売されるまでには，企画・研究開発，ブランド，設
計・デザイン，製造・組立て，流通，マーケティング，販売・アフターサービスなどがあ
るが，製造・組立ては，部品の標準化，平準化，モジュール化などによりコストの安い途
上国でも可能となり，先進国では付加価値が減少している。他方，企画・研究開発，ブラ
ンド，流通，販売，アフターサービスは先進国からの流出，標準化，平準化しにくいため
付加価値が多く残るという構造。
3）生産には産業集積が不可欠である。産業集積には「原材料立地型」，「市場立地型」，「中
間立地型」，「仮想型」の4つがあり，市場や製品の特性に合わせ使い分けられている。た
とえば，素材産業は「原材料立地型」，自動車産業や食品産業は「市場立地型」，家電やエ
レクトロニクスは「中間立地型」である。「仮想型」とは EC調達や e-marketのことで，特
に調達，販売に使用される。
物流や情報・通信技術が高度化，普及した場合，「市場立地型」は分散立地となり，「原
材料立地型」や「中間立地型」は集中立地になる。そして，「中間立地型」は半製品を特
定地域で集中的（約8割）に生産し，製品（完成品）にするため市場への入り口（輸入港
など）などで「流通加工」（残りの約2割の組立て）が行われる。
4）坂尻貢市，植田大祐「自由貿易協定の現状と課題－モノの貿易を中心に－」国立国会図
書館，経済産業課『調査と情報』第588号，2007年5月，1－2ページ。
5）原産地規則とは，輸入品の国籍を判別するための規則。原産地基準には，完全生産品，
付加価値基準，関税番号変更基準，加工工程基準などの考えがあり，FTA／EPA，品目ごと
に異なっている。締結国（輸出国）で原産地基準を満たしている物品のみに原産地証明書
が発行され，締結国（輸入国）で協定特恵税率が適用される。悪意のある者（企業）が締
結国以外の第三国の物品を，締結国を迂回させ協定特恵税率を利用することを防止してい
る。
坂尻，植田，前掲書（注4），9ページ。
6）「2．戦略編⑴ FTAを活用したサプライチェーンの構築 拡がりをみせる自由貿易圏」
みずほコーポレート銀行産業調査部『特集：日本産業の中期展望 日本産業が輝きを取り
戻すための有望分野を探る』Vol.39 No.2，2012年，303ページ，309ページ。
7）製造業，流通業などが，これまで自社内で行ってきた設備投資や労働力の確保をサプラ
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イヤーなどに委託するもので，たとえば，1つの工場内の生産工程でありながらサプライ
ヤーがそこで自社の設備と労働力を用いてアウトソーシングを発注した企業のために生産
を行うものである。物流では3PL（3rd Party Logistics）である。
8）“International Free Trade Zone”Economy Watch,2010．
9）坪井正雄『シンガポールの工業化政策』日本経済評論社，2010年2月，17ページ。
10）MTI（Ministry of Trade and Industry Singapore）
11）PSA（Port of Singapore Authority）
12）『Sea & Air輸送の推進に関する調査・検討業務報告書』国土交通省航空局，2009年3
月，3ページ。
13）坪井，前掲書（注9），197ページ，202ページ。
14）『日韓自由貿易協定（FTA）の影響と日韓海峡経済圏の可能性に関する調査－報告書－』
㈶九州地域産業活性化センター，2005年3月，27－29ページ。
15）『韓国における外国人投資環境』ジェトロ ソウル・センター，2010年3月，9－11ペー
ジ。
周藤利一訳「経済自由区域の指定及び運営に関する特別法 法律第10339号」㈶土地総
合研究所『韓国の法令』2010年。
16）Bang Hee-seok, Park Keun-sik, Factors to be considered for Improving Free Economic Zone,
University of Washington,2005,4－9．
17）「『那覇自由貿易地域制度』拡充のあり方に関する調査報告書（対アジア輸出生産拠点検
討業務調査委託業務）報告書（案）』㈱野村総合研究所，2010年3月，6ページ。
特別自由貿易地域の総面積は約122．4haであり，100社ほどの企業誘致を想定している
（1社あたり1ha）。立地企業には35％の法人税の課税所得控除，雇用促進のための助成金
などの優遇措置がある。しかし，中国，韓国の FTZ／EPZでは50％以上の控除ならびにそ
の他の優遇措置が行われている。
18）伊藤 白「総合特区構想の概要と論点」国立国会図書館，経済産業課『調査と情報』第
698号，2011年2月，4－10ページ。
19）検疫港とは動物・植物の検疫所を持つ港であり，開港・税関空港よりも数は少ない。コ
ンテナ船・航空機に搭載された貨物は混載状態であるため，物品（貨物）を陸揚げする港
湾・空港の選択には工業製品よりも検疫が優先する。日本のようにローカル港化，物流コ
スト削減のための便数削減，輸送手段の大型化（規模の経済）が行われる場合，国際貿易
船・国際貿易機の検疫港への寄港集中は増加すると考えられる。
20）Korea’s Busan-Jinhae Free Economic Zone Offers Investment Opportunities, Industry Week,
2005.
21）日本国内の物流（流通）システムを構築している企業であるが，韓国の FTZ／EPZを使
用したほうが，効率が良いと考えた会社もある。
22）『京浜港の総合的な計画』京浜港連携協議会，2011年9月，74－77ページ，93－96ページ。
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